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政治を動かす・未来を動かす

　今年は７月に参議院議員選挙が実施されます。他
の士業団体とその政治連盟は、選挙に際し支持政党
や候補者の当選のために、精力的な活動を展開され
ます。そしてそのことが、各団体が望む業法改正等
について国会議員の理解を得る上で、大きな力と
なっていると言われています。
　一方、私たち弁護士は政治や選挙と距離を置く傾向
が強く、日弁連と弁政連は、業界の利益ではなく公益
を追求し、不偏不党かつ全方位を原則としています。
　しかし、日弁連が社会と市民のために掲げる政策
課題の多くは、実現のために立法や予算を必要とす
るものです。従って、日弁連の政策や活動に理解あ
る国会議員が立法府に一人でも多く存在することが
望ましいことは、言うまでもありません。そして、
そうした議員が増えるチャンスは選挙しかないので
す。そこで弁政連は選挙に際し、党派を超えて、弁
護士出身者をはじめとする多くの候補者を推薦し支
援するなど、強制加入団体である日弁連が行いえな
い活動を行っています。
　日弁連のサポーターとしてのそうした活動を一層
充実させるためには、弁政連自体の組織強化が必要
にして不可欠です。一人でも多くの弁護士会員、こ
とに日弁連と弁護士会の活動を担いその政策実現を
願うすべての会員が弁政連に加入されることを、切
に期待する次第です。

　日弁連会長２年目がスタートしました。昨年度
は、多くの課題、とりわけ予算を伴う案件につい
て、国会議員の方々のお力を借りる場面が多々あり
ました。西日本の豪雨災害に際しては、非常災害指
定を速やかに閣議決定いただき法テラスの利用が可
能となりました。国際仲裁・調停の審問施設開設に
ついても法務省の調査委託費をご承認いただき、大
きく前進することになります。また、民事司法改革
について議員連盟やＰＴを立ち上げていただき、政
府内に組織ができ、改革の足場づくりができました。
死刑制度を考える超党派の議員連盟を組織いただき、
死刑廃止に向けての国民的議論の広がりの拠点にな
るものと期待しております。ほかにも独占禁止法の
改正や法科大学院制度の改革など、多くの課題につ
いて協議させていただきました。あらためて関係各
位に御礼申し上げるとともに、会務執行力の強化の
要諦はここにあると実感した次第です。
　日弁連は、私（市場）と公（国）の中間的団体で
ある公法人です。よい緊張感をもった均衡の上で
様々な政策課題を解決していかなければなりませ
ん。弁政連は、党派を越えたフィールドの中で、日
弁連のバランスよい舵取りを支えていただく重大な
役割を担っています。弁政連の会員となることが、
即日弁連支援でもありますので、日弁連ともども、
一層の御支援・御協力をお願い申し上げます。

弁政連に入って
日弁連の政策実現を目指そう

会務執行力の強化を
弁政連とともに

日本弁護士政治連盟
理事長　村越　進

日本弁護士連合会
会長　菊地　裕太郎
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　震災や豪雨災害が起こった直後、弁護士・弁護士
会は何ができるでしょうか？弁護士の基本的な活動
は法律相談ですから、最初は遠くから黙ってみてい
るだけ、と思っている方も多いでしょう。
　しかし弁護士は､ 何度も大きな災害に遭遇し、
様々な形で、被災地と被災者を支援する活動に携わ
る中で、震災直後から、弁護士にもできること、弁
護士だからできることに気づき、それを実践してき
ました。

弁護士相談

　阪神淡路大震災の経験において、震災直後に相談
活動を行うことは、それ自体で、精神的支援、紛争

予防、パニック防止、という機能がありました。弁
護士は、人の話を聞く、プロフェッショナルです。
そのため震災直後に、被災の現場や避難所におい
て、被災者に寄り添って話をうかがうことができる
ことにあらためて気づきました。

情報提供

　東日本大震災では、情報提供機能の有用性が強く
指摘されました。震災直後の被災自治体はまさに
「てんやわんや」です。あらゆる被災者のニーズに
対応するとともに、国や県にも情報を伝達しなけれ
ばなりません。また様々な情報やデマが錯綜します。
　そんな中での弁護士による情報提供は、正確でか

つ信頼性の高いものです。いわゆる法律
問題にとどまらず、義援金、災害弔慰金、
行政認定、生活保護などの公的サービス
の情報を提供する役割を担うことができ
ます。
　例を挙げると、岩手県が被災した際に、
岩手弁護士会が壁新聞型の「弁護士会
ニュース」を発行し、同時に多くの弁護
士が現地に赴き、これを避難所等で配布
しました。2018年 ７ 月豪雨災害において
も、各地の「弁護士会ニュース」が重要
な役割を果たしました。
　さらに、弁護士会は、被災地・被災者
を支援するために、色々なグッズを開発
してきました。一つは、静岡県弁護士会
と関東弁護士会連合会が考案した、「被
災者支援チェックリスト（それぞれの
ホームページに掲載）」です。これは、
折りたたむと名刺大の、かばんや手帳に
挟み込むことができる大きさながら、被
災者を支援する様々な制度の概要と有用
なＱＲコードを貼り付けた極めて有用な
グッズです。
　また日弁連では、被災者が弁護士など
の専門家から相談を受ける際に、必要な

2018年秋の政党朝食懇談会の説明資料①

日弁連、弁護士会の災害対応について
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情報が漏れなく伝えられ、適正なアドバ
イスを継続して受けられることを目的
とした、「被災者生活再建ノート（日弁
連ホームページに掲載）」を作成してい
ます。「被災者生活再建ノート」は、
2018年 ７ 月豪雨災害においても、各地で
総数 1 万部以上が増刷され、大いに活用
されました。

法律相談

　被災からの時間の経過に伴い、弁護士
の法律相談が活発になっていきます。相
談内容は、それぞれの災害ごとに異なり
ます。2018年 ７ 月豪雨では、土砂崩れに
よる被害が大きかった広島県の場合に
は、工作物責任（相隣関係）に関する相
談が多数を占めました。一方で、河川の
氾濫による浸水被害が多かった岡山県
倉敷市の場合には、水が引くとすぐに住
宅の再建についての検討が始まるため、
住宅ローンの処理の問題が高い割合と
なりました。

立法提言

　日弁連は、多くの法律相談を重ねる中で、被災者・
被災地のニーズを把握分析し、被災者支援のために
必要な様々な立法事実を積み上げ、それを具体的な
立法提言に掲げてきました。これまでも、被災者生
活再建支援法の改正、相続放棄の熟慮期間の延長、
特定災害に関する義援金の差押禁止などの立法に繋
げた実績があります。
　最近では、災害関連死の事例集積、住家認定と災
害救助法の弾力的運用、原子力損害賠償紛争解決セ
ンターの和解案の片面的拘束力などについて、意見
を表明しています。

街づくり支援・行政連携

　地域の復興に関わる活動として、街づくり支援に
も関わる弁護士が増えてきました。また任期付公務
員として被災地の自治体に勤務する弁護士も増えて
きました。
　災害対策は、平時の備えが全てといっても過言で
はありません。防災はもちろん減災という視点にお

いても、平時にできないことを災害時に行うことは
決してできません。その意味で弁護士・弁護士会は、
平時から様々な取組を行うとともに、行政等との連
携が重要です。
　その関係では、全国各地の弁護士会が、都道府県
や市町村等と災害の連携協定を結んでいます。日弁
連では、2018年12月に全国市長会との間で、「災害
時における連携協力に関する協定」を結びました。
　
　日弁連は、災害発生時の被災者支援の体制を整備
するとともに、被災地の弁護士会の初動支援及び被
災 者 支 援 を 行 う こ と 等 を 目 的 と し て、DLAT

（Disaster Legal Assistance Team）システムを構
築しました。
　日弁連は、被災地における「人間復興」の実践と
して、被災者の人権擁護のため、被災地・被災者に
寄り添い支援する活動に一層力強く取り組んでいく
決意です。

 （2018年度日本弁護士連合会副会長　太田賢二）
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2018年秋の政党朝食懇談会の説明資料②

少年法改正（対象年齢の引下げ）について
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資料
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山下 貴司
法務大臣

門山 宏哲
法務大臣政務官

平口 洋
法務副大臣

柴山 昌彦
文部科学大臣

山口 那津男
公明党代表

河村 建夫
民事司法改革推進議員連盟会長

自由民主党

逢坂 誠二
立憲民主党政務調査会長

井上 哲士
日本共産党参議院幹事長

玉木 雄一郎
国民民主党代表

2019年新年祝賀会
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　2019年 1 月17日午後 6時より、東京の都市センターホテルにおいて、日本弁護士政治連盟の新

年祝賀会が、東京本部との共催により開催された。出席された国会議員は、本人出席・代理出席

を含めて12３名だった。

　冒頭、弁政連理事長の村越進より開会を兼ねて新年の挨拶がなされ、引き続き日本弁護士連合

会の菊地裕太郎会長からは、昨年は災害の多い年だったが、今年はオリンピックの前年でもあり、

次第に盛り上がっていくに違いない等の挨拶があった。その後、山岸憲司弁政連顧問による乾杯

の発声で開宴となった。

　当日は山下貴司法務大臣、柴山昌彦文部科学大臣、平口洋法務副大臣、門山宏哲法務大臣政務

官、をはじめ、河村建夫自由民主党民事司法改革推進議員連盟会長、長谷川岳自由民主党法務部

会長、山口那津男公明党代表、逢坂誠二立憲民主党政務調査会長、玉木雄一郎国民民主党代表、

井上哲士日本共産党参議院幹事長、ほか多くの国会議員からご挨拶をいただいた。

　各議員からは、法律家として弁護士が現場で培った解釈や運用の経験を立法論にぶつけて欲し

い、もっと弁護士が立法にも関わって欲しい、等々のご発言があった。

　最後に弁政連東京本部早稲田祐美子本部長の中締めの挨拶があり、祝賀会は盛会のうちに終了

した。� （幹事長　谷　眞人）

村越進弁政連理事長 菊地裕太郎日弁連会長 早稲田祐美子弁政連東京本部長山岸憲司弁政連顧問
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祝電・メッセージをいただいた議員

出席議員（本人出席太字）選挙区・所属政党
=2019年 1 月17日　新年祝賀会=

青山　雅幸 比 例 東 海 無所属
赤澤　亮正 鳥 取 2 区 自民
赤羽　一嘉 兵 庫 2 区 公明
あきもと司 東 京 １ ５ 区 自民
安住　　淳 宮 城 5 区 立憲
麻生　太郎 福 岡 8 区 自民
甘利　　明 神奈川１３区 自民
荒井　　聰 北海道 3区 立憲
安藤　高夫 比 例 東 京 自民
伊佐　進一 大 阪 6 区 公明
石田　祝稔 比 例 四 国 公明
石田　真敏 和歌山 2区 自民
泉　　健太 京 都 3 区 国民
伊藤　達也 東 京 ２ ２ 区 自民
伊藤　　渉 比 例 東 海 公明
稲田　朋美 福 井 1 区 自民
井上　義久 比 例 東 北 公明
井野　俊郎 群 馬 2 区 自民
枝野　幸男 埼 玉 5 区 立憲
大河原雅子 比例北関東 立憲
大口　善徳 比 例 東 海 公明
逢坂　誠二 北海道 8区 立憲
太田　昌孝 比例北陸信越 公明
大塚　　拓 埼 玉 9 区 自民
奥野　信亮 比 例 近 畿 自民
小田原　潔 比 例 東 京 自民
落合　貴之 東 京 6 区 立憲
鬼木　　誠 福 岡 2 区 自民
海江田万里 東 京 1 区 立憲
柿沢　未途 比 例 東 京 無所属
門山　宏哲 千 葉 1 区 自民
上川　陽子 静 岡 1 区 自民
河井　克行 広 島 3 区 自民
河村　建夫 山 口 3 区 自民
城内　　実 静 岡 7 区 自民
岸田　文雄 広 島 1 区 自民
岸本　周平 和歌山 1区 国民
木原　　稔 熊 本 1 区 自民
國重　　徹 大 阪 5 区 公明
古賀　　篤 福 岡 3 区 自民
後藤　茂之 長 野 4 区 自民
後藤　祐一 比例南関東 国民

小林　鷹之 千 葉 2 区 自民
左藤　　章 大 阪 2 区 自民
佐藤　英道 比例北海道 公明
塩谷　　立 静 岡 8 区 自民
重徳　和彦 愛 知 １ ２ 区 社保
階 猛 岩 手 1 区 国民
篠原　　豪 比例南関東 立憲
柴山　昌彦 埼 玉 8 区 自民
下村　博文 東 京 １ １ 区 自民
新谷　正義 広 島 4 区 自民
末松　義規 比 例 東 京 立憲
鈴木　淳司 比 例 東 海 自民
鈴木　貴子 比例北海道 自民
高市　早苗 奈 良 2 区 自民
高木　　啓 比 例 東 京 自民
高鳥　修一 新 潟 6 区 自民
高村　正大 山 口 1 区 自民
武井　俊輔 宮 崎 1 区 自民
田嶋　　要 比例南関東 立憲
田中　和徳 神奈川１0区 自民
棚橋　泰文 岐 阜 2 区 自民
玉木雄一郎 香 川 2 区 国民
津島　　淳 青 森 1 区 自民
辻元　清美 大 阪 １ 0 区 立憲
寺田　　稔 広 島 5 区 自民
とかしきなおみ 大 阪 7 区 自民
富田　茂之 比例南関東 公明
中野　洋昌 兵 庫 8 区 公明
中谷　一馬 比例南関東 立憲
中山　泰秀 大 阪 4 区 自民
西村　明宏 宮 城 3 区 自民
野田　　毅 熊 本 2 区 自民
濵地　雅一 比 例 九 州 公明
原田　義昭 福 岡 5 区 自民
平口　　洋 広 島 2 区 自民
平野　博文 大 阪 １ １ 区 国民
福田　達夫 群 馬 4 区 自民
藤原　　崇 比 例 東 北 自民
船橋　利実 比例北海道 自民
前原　誠司 京 都 2 区 国民
松田　　功 比 例 東 海 立憲
松原　　仁 比 例 東 京 無所属
松本　　純 神奈川 1区 自民
松本　洋平 東 京 １ 9 区 自民

三ッ矢憲生 三 重 4 区 自民
三原　朝彦 福 岡 9 区 自民
宮崎　政久 比 例 九 州 自民
盛山　正仁 兵 庫 1 区 自民
山尾志桜里 愛 知 7 区 立憲
山下　貴司 岡 山 2 区 自民
山花　郁夫 比 例 東 京 立憲
山本　有二 比 例 四 国 自民
吉川　貴盛 北海道 2区 自民
吉野　正芳 福 島 5 区 自民
早稲田夕季 神奈川 4区 立憲
渡辺　　周 静 岡 6 区 国民
和田　義明 北海道 5区 自民

朝日健太郎 東 京 都 自民
石川　博崇 大 阪 府 公明
伊藤　孝恵 愛 知 県 国民
伊藤　孝江 兵 庫 県 公明
井上　哲士 比 例 共産
猪口　邦子 千 葉 県 自民
魚住裕一郎 比 例 公明
大 塚　 耕 平 愛 知 県 国民
川田　龍平 比 例 立憲
上月　良祐 茨 城 県 自民
小西　洋之 千 葉 県 立憲
こやり隆史 滋 賀 県 自民
佐々木さやか 神 奈 川 県 公明
谷合　正明 比 例 公明
長谷川　岳 北 海 道 自民
古川　俊治 埼 玉 県 自民
増子　輝彦 福 島 県 国民
丸川　珠代 東 京 都 自民
元榮太一郎 千 葉 県 自民
矢倉　克夫 埼 玉 県 公明
山口那津男 東 京 都 公明
山添　　拓 東 京 都 共産
山本　一太 群 馬 県 自民
横山　信一 比 例 公明

（敬称略・五十音順）

衆議院議員

参議院議員

参議院議員衆議院議員

（敬称略・五十音順）

伊藤　俊輔 比 例 東 京 立憲
岡島　一正 比例南関東 立憲
北側　一雄 大 阪 1 6 区 公明

佐々木隆博 北海道 6区 立憲
牧原　秀樹 比例北関東 自民
柚木　道義 比 例 中 国 無所属

牧山ひろえ 神 奈 川 県 立憲
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2019年度 日本弁護士連合会副会長
氏名（所属弁護士会）／主な担当事項／抱負

篠塚　力
（東京弁護士会）
法曹養成・民事司法改革／依
頼者・弁護士間の通信保護

弁政連と連携して、日
弁連の諸課題の解決を
図ります。

平沢 郁子
（東京弁護士会）
研修／地方公共団体等
による弁護士任用促進

弁政連と連携して、日
弁連の政策課題の実現
に取り組みます。

佐藤 順哉
（第一東京弁護士会）
経理／国際業務推進／国
際商事・投資仲裁ADR

法の支配実現のため、
弁政連と連携し諸課題
解決に取り組みます。

関谷 文隆
（第二東京弁護士会）
広報／男女共同参画推
進／FATF対日審査対応

弁政連との連携を通じ
て法の支配の実現に取
り組みます。

難波 幸一
（埼玉弁護士会）
独禁法／情報問題／環
境保全／憲法問題

政策課題や人権・憲法
の問題に、弁政連とも
連携して取り組みます。

齋籐 和紀
（千葉県弁護士会）
中小企業法律支援／死
刑廃止・刑罰制度改革

弁政連活性化のために
は会員の増強と支部間
の交流が不可欠です。

今川　忠
（大阪弁護士会）
弁護士倫理／権利保護
保険／民事裁判手続

「かゆいところに手が
届く」弁護士会を目指
します。

白　承豪
（兵庫県弁護士会）
人権擁護委員会／2020
年コングレス日本会議

弁政連と連携して国際
協調・恒久平和の実現
のために邁進します。

鈴木 典行
（愛知県弁護士会）
弁護士業務改革／刑事
弁護センター

弁政連とともに、法の
支配が実現するよう努
めます。

小池 達哉
（福島県弁護士会）
高齢者・障害者権利支
援／災害復興支援

弁政連福島支部幹事長、
副支部長歴任。政策実
現へさらなる連携を。

愛須 一史
（札幌弁護士会）
知的財産／組織内弁護士
施策／綜合法律支援本部

弁政連と連携して、法
の支配の実現に向け、
尽力いたします。

小早川 龍司
（香川県弁護士会）
司法修習費用問題／刑事
法制／刑事拘禁制度改革

弁政連と連携して、日
弁連の政策課題の実現
を目指します。

近藤 幸夫
（岡山弁護士会）
法教育／児相への弁護士配
置対応／国選弁護・付添人

日弁連の対処すべき問
題に、弁政連の協力が
是非とも必要です。

原田 直子
（福岡県弁護士会）
家事法制／両性の平等
／若手弁護士サポート

若手活躍の場の拡大
等、弁政連と連携して
尽力します。

木山 義朗
（鹿児島県弁護士会）
税制／行政訴訟センター
／民事介入暴力対策

日弁連の政策実現に
は、弁政連の先生方の
力が是非とも必要です。
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課題山積の司法界。護るべきものと改革すべきものを見極めつつ、新年度に臨みます。（さいとう）
春は出会いと別れの季節。感無量です。（おがわ）
「平成最後の～」も見納めですね。新時代がよき時代となりますように。（いとう）

今号で広報委員を離れます。NEWS20号（平成22年４月号）でのデビューから満９年。多くの企画を通じて各方面の先駆者にお会いする
機会をいただき、本当に勉強になりました。ありがとうございました。（なぎら）

編集後記

定期総会のご案内

　日本弁護士政治連盟定期総会を下記のとおり開催しま
すので、ご案内します。

記　
１　日時　20１9年 5 月24日（金）午後 4時
2　会場　弁護士会館 2階　講堂「クレオ」
３　議題　（ １ )�20１9年度事業活動方針に関する件
　　　　　（ 2 )20１8年度活動報告の件
　　　　　（ ３ )20１8年度決算報告の件
　　　　　（ 4 )20１9・2020年度役員選任の件
　　　　　（ 5 )その他

支部人事（  ）内は前任者

全国支部懇談会を開催
幹事長　谷　眞人　

　２０１９年１月１７日午後４時から東京の都市センターホテルにおいて、弁政連の全国支部懇談会が開催された。当日は
全国から２６の弁政連支部の代表が出席し、村越進理事長をはじめとする本部役員その他の会員を含め、総勢で４７名の
会員が出席した。本年の支部懇談会は、組織強化をメインテーマに懇談が進められた。
　まず伊藤茂昭組織強化委員長から、入会の状況、組織率、支部の設置等の状況につき報告があり、未設置である山
形県支部については、来年度中には設置の目途であることが報告された。斎藤義房広報委員長からは新しいパンフ
レットの紹介がなされ、幹事長からは、新入会員向けの弁政連の紹介パワーポイント案の説明がなされた。
　本年度は新企画として組織強化をテーマに、新入会員の獲得の成果が上がっている神奈川、奈良、三重県、福岡県
の４支部から、支部長らをパネラーとして迎えて、各支部の会員獲得のノウハウにつきパネルディスカッションを
行った。各支部からは、別に特別なことをしている訳ではないという話があったが、どの支部においても、地道な努
力を継続していること、人間関係を大切にしていること等が秘訣として浮彫りになった。
　その後各地の支部の活動報告がなされ、最後に久保井一匡顧問から閉会の挨拶がなされた。

支 部 長　　河合�良房� （矢島�潤一郎）

支 部 長　　稲津�高大� （本多�俊之）　

支 部 長　　萩元�重喜� （田中�　寛）　
事務局長　　新原�次郎� （黒木�昭秀）　

支 部 長　　上野�英城� （井上�順夫）　
幹 事 長　　堂免�　修� （新納�幸辰）　

佐賀県支部� ３ 月20日付

岐阜県支部��20１9年 ３ 月 １ 日付

宮崎県支部� 4 月 １ 日付

鹿児島支部� 4 月 １ 日付

実施日 支　部 活　動　概　要
２０１８年
９ 月２２日

京都

自由民主党京都府支部連合会と特殊詐欺問題・空き家問題につき弁護士会役員・関係委員と共に意見交換した。

１０月２７日 公明党京都府本部と地方消費者行政への財政支援問題・京都府南部への裁判所支部の設置問題につき弁護士会役
員・関係委員と共に意見交換した。

１２月１５日 立憲民主党京都府支部及び国民民主党京都府総支部連合会と各別に、それぞれ少年法適用年齢引き下げ問題・憲法
改正問題を中心に弁護士会役員・関係委員と共に意見交換した。

２０１９年
１ 月１９日

日本共産党京都府委員会と少年法適用年齢引き下げ問題・憲法改正問題を中心に弁護士会役員・関係委員と共に意
見交換した。

２月２１日 西脇隆俊京都府知事と面談し、弁護士が少ない地域での法的サービスの充実、災害相談・消費者相談・性暴力被害
者ワンストップ相談など、弁護士が関わる府の事業全般と今後の知事の施策全般について知事のお考えを拝聴した。

２月 ２日 東京 東京三弁護士会多摩支部と合同で、都議会等議員との学習懇談会（多摩地域における司法格差、子どもの貧困問
題）・懇親会を催し、都議会議員及び多摩支部会員等弁護士と活発な意見交換を行った。

２月１７日 福岡県 県選出国会議員全員（本人 ８名・代理１１名）を招いて「新春の集い」を開催し、弁護士会から「司法修習生への経
済的支援」「少年法の適用年齢について」について報告のうえ、懇談・懇親した。

支部活動ヘッドライン　2018年 9月－2019年 2月
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